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1） Lowen et al. The guinea pig as a transmission model for human influenza viruses. Proceeding of the National 
Academy of Sciences of the United States of America. June 27, 2006. http://www.pnas.org/cgi/reprint/103/26/9988.
2） Lowen et al. Influenza virus transmission is dependent on relative humidity and temperature. PLoS Pathogens. 
October 19, 2007.




















験的に証明して、2007 年 10 月 19 日版の PLoS 
Pathogens に発表した 2）。
　研究チームは、ヒトインフルエンザウイルス









の場合、5℃および 20℃では感染率 100% に対し
て 30℃では 0%。湿度 50% の場合、5℃では感染
率 100% に対して 20℃では 25% であった）。一
方、相対湿度については、35％以下の低湿度の時
が最も感染率が高かった（温度 20℃の場合、湿度
が 20％～ 35％では感染率が 100% であったのに
















( 専門家ネットワーク  都河龍一郎氏の投稿による )
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　現在の世界のスーパーコンピュータの性能の
500 位までの順位を示す TOP500 リストの最新版




様相が大きく変化した。前回リスト（第 29 回：6 ヶ
月前）との性能値比較では、1 位が約 1.7 倍（第






標として多用されている。1993 年 6 月以降、毎
年 6 月と 11 月に発表されている。今回の第 30 回





















ドは 2003 年 6 月以降にこのリストに登場してい
るが、最高位でも 88 位（2005 年 6 月）にとどまっ
 情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication
　現在の世界のスー パ コーンピュー タの性能の順位を示す TOP500リストが、2007 年11月12日、米国ネバダ
州レノ市で開催されたスー パ コーンピュー タに関する国際学会 SC07 で発表された。前回リスト（第 29 回：６ヶ
月前）との性能値比較では、1 位が約1.7倍、500 位も約1.5 倍に向上している。今回リストでは、上位１０位
までに新たな 5システムがランク入りし、５位以内に欧州やアジアからの新システムが初めてランク入りするな
ど、上位の様相が大きく変化した。2 位のドイツ、4 位のインド、5 位のスウェー デンのシステムは、初めての
TOP500 登場で５位以内に入った。近年、5 位以内に米国以外のサイトがこのように多く登場した例は無く、6ヶ
月前の前回リストでは米国が上位 5 位までを独占していた。
トピックス3　高性能スー パ コーンピュー タ導入国のグロ バール化
ていた。しかし今回、リスト内に登録されたシス
テムの性能を合計すると、インド全体として前回










　なお日本は、東京工業大学の GSIC Center（56.4 
TFLOPS）が 16 位にランクされているものが現
在の最高位である。







1 位 DOE/NNSA/LLNL, United States 478.2
2 位 Forschungszentrum Juelich (FZJ), Germany 167.3
3 位 SGI/New Mexico Computing Applications Center (NMCAC), United States 126.9
4 位 Computational Research Laboratories, TATA SONS, India 117.9
5 位 Government Agency, Sweden 102.8
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の現在の要求量は 21.9 ヘクタール / 人であり、こ
の数字は地球の生物学的供給限界である 15.7 ヘク









水については、発展途上国で 2025 年までに 50％
の使用増加が見込まれており、これに対応してい
くための社会的負担がますます上昇する。水質に





































       http://www.unep.org/GEO/index.asp
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する目的で、2006 年 8 月にバイオエネルギー研
究拠点構想を発表したが、公募の結果、3 拠点が








マに絞った基礎研究に、今後 5 年間で約 4 億ドル
の研究資金が投入される。









めの EU 戦略（2006 年 4 月）」に基づき、2007
年 11 月に戦略的研究アジェンダを公表した 3)。第













1） 科学技術動向 2007 年 6 月号「エネルギー資源作物とバイオ燃料変換技術の研究開発動向」：
      http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/stfc/stt075j/0706_03_featurearticles/0706fa01/200706_fa01.html
2） DOE プレスリリース：























    Joint Bioenergy





















































































































































































1） 科学技術動向、2007 年 7 月号、No.76、p.10
2） http://www.daihatsu.co.jp/wn/070914-1f.htm
3） 科学技術動向、2007 年 10 月号、No.79、p.25





























































































































































1) 「月周回衛星『かぐや (SELENE)』による月の裏側の重力場の直接観測について ｣






























































































程度増加している。1 人 1 日あた
りの排出量（原単位）については、





















































ᑪ▽⾗᧚䊶䈢䈇⢈╬䈻䈱೑↪ 70% ᧂ೑↪ 30%
䉣䊈䊦䉩䊷䈻䈱೑↪ 100%















家畜排せつ物 約 8,700 万トン
下水汚泥 約 7,500 万トン
黒液 約 7,00 万トン
廃棄紙 約 3,700 万トン
食品廃棄物 約 2,00 万トン
製材工場等残材 約 430 万トン
建設発生木材 約 470 万トン


































































































































































































































（2005 年度）の約 5.6 % に相当す
る量である。
出典：参考文献 3）
（1975~1995 年度の間は 5 年おきのデータ。）



















































的 に は 温 度（Temperature）、 滞
留時間（Time）、十分な混合撹拌







量の 10 % 程度発生する焼却灰、










































































ジベンゾ - パラ - ジオキシンのう
ち 4 ～ 8 塩 化 物（PCDD）、 ポ リ



























































































































































































































































/( 循環利用量 + 天然資源等投入
量 )）および最終処分量の 3 つが
挙げられる。2010 年度までに、
各々を約 39 万円 / トンに増加、
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循環型社会に求められる廃棄物の再生資源化技術
（2）バイオマスの利活用技術

































戦略マップ 2007 の中に 3R 分野
のロードマップがあり、金属資源









































































評価項目 生物機能の活用技術 ガス化技術 高温・高圧流体技術
主な対象物
・食品を主とする湿潤系バ









































































































































質とする場合、C6H12O6 + 2H2O 




































バイオガス＋焼却 エネルギー効率 * ＝ 25.0%
ごみ 厨芥 メタン発酵 バイオガス ガスエンジン
残渣 可燃物 焼却 382MWh
466MWh
84MWh残渣





















































（2003 ～ 2007 年度）などがある。
また、その他の研究機関または民
間企業による水素生成菌に関する















































ノールを容積比で 3 % 含む混合
燃料である E3 の実証試験が行わ
れている。1 日のエタノール製造






































































































出典：参考文献 13）（●：H2, :CH4, ○ :CO2）
























































































































































































































750℃ ) (950℃ ) 750℃ )


















































































































































































































    観点でのシステム設計
　労働災害の観点からみると、例



















































































































































































































































1）  環境省編：平成 19 年版環境循環
型社会白書 , pp.168-208, ぎょう
せい , 東京（2007）





の推進 , 廃棄物学会誌 , Vol.18, 
138-147（2007）
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ポン総合戦略について , INDUST, 
Vol.21, No.10, 19-22（2006）
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31 日 閣 議 決 定：http://www.
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海上災害対策 航空災害対策 鉄道災害対策 道路災害対策


















































































































































































対策基本法（1995 年 12 月改正）





































































































































































































































戸の 25％に相当する約 1,150 万
戸の耐震性が不足すると推計して
いる。2005 年 9 月に政府の中央
防災会議で「建築物の耐震化緊急
対策方針」6）が決定され、耐震化




























































効 果 が あ る か 不 明 だ か ら
どうやって着手・施行したらよ
いかわからないから
面 倒 く さ い か ら
見 た 目 が 悪 く な る か ら
そ の 他
特 に な い
わ か ら な い












平成 19 年 10 月
図表 4　耐震補強工事をしない理由
























































































































































































































































































































































































































































































































　2007 年度に、洪水による氾濫から守られる区域の割合を約 62％（2000 年：約 58％）、土砂災害から保






























































出典：分野別推進戦略（2006 年 3 月 28 日、総合科学技術会議）
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（平成 19 年 12 月 28 日から平成 20 年 1 月 3 日）
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科 学 技 術 動 向 2 0 0 7 年 1 2 月
循環型社会に求められる廃棄物の
再生資源化技術  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
災害リスクガバナンスに基づく
防災研究の新たな課題  ‥‥‥‥‥‥‥‥
ライフサイエンス分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　ヒトインフルエンザウイルスの易感染性要因の実験的証明
　大学発のがん治療薬の研究成果に医師主導治験を実施
情報通信分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　高性能スーパーコンピュータ導入国のグローバル化
環境分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　国連環境計画（UNEP）が地球環境資源の過剰消費状況を警告
エネルギー分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　欧米における第二世代バイオ燃料の研究開発体制
ナノテク・材料分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　白金触媒を用いないヒドラジン燃料電池で高出力密度を達成
社会基盤分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　東海地震の発信源と見なされるアスペリティ４ヶ所を特定
フロンティア分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　月周回衛星「かぐや」による月の裏側の重力場データの取得
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